
１　第１号被保険者数
（令和6年３月末現在）           （令和7年３月末現在）

３，５８９万人　　⇒ ３，５８４万人 （対前年度 ５万人減、０.１％減）

２　要介護（要支援）認定者数
（令和6年３月末現在）    　　　（令和7年３月末現在）

７０８万人　　⇒ ７２１万人 （対前年度 １２万人増、１.８％増）

合計 100.0%

要介護５ 8.0%

要介護４ 12.5%

要介護３ 13.0%

要介護２ 16.8%

要介護１ 20.7%

要支援２ 14.3%

要支援１ 14.7%

 ※東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。

令和６年度 介護保険事業状況報告（年報）のポイント

令和6年度
構成比
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（単位：万人）

要支援 要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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３　第１号被保険者に占める要介護（要支援）認定者の割合（認定率）
（令和6年３月末現在） 　 　（令和7年３月末現在）

１９．４%　　　⇒ １９．７％ （対前年度　０.３ポイント増）

４　サービス受給者数（１ヶ月平均）
 （令和5年度）　　   　　  　  （令和6年度）

６０９万人　　⇒ ６２０万人 （対前年度 １２万人増、１.９％増）
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（単位：万人）（単位：万人）

（注１）（ ）は各年度の構成比。

（注２）各年度とも3月から2月サービス分の平均（但し、平成12年度については、４月から２月サービス分の平均）。

（注３）平成18年度の地域密着型サービスについては、４月から2月サービス分の平均。

（注４）受給者数は、居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス間の重複利用がある。

（注５）平成28年４月１日から、居宅サービスである通所介護のうち、小規模な通所介護や療養通所介護は地域密着型サービスに

移行している。

（注6）平成29年４月１日までに、全市町村で介護予防・日常生活支援総合事業を実施している。また、平成29年度末までに、

介護予防訪問介護と介護予防通所介護は総合事業のサービスにすべて移行している。

（注7）介護療養型医療施設は、令和5年度末をもって廃止。

※東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。

※東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。
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第１号被保険者全体 65歳以上75歳未満 75歳以上
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５　保険給付（介護給付・予防給付）
（１）費用額

（令和5年度累計）        　（令和6年度累計）

１１兆７,１８６億円  ⇒ １２兆９５２億円 （対前年度　３，７６６億円増、３.２％増）

（２）給付費（利用者負担を除いた額）
（令和5年度累計）　　       （令和6年度累計）

１０兆８,２６３億円 ⇒ １１兆１,８２６億円 （対前年度　３，５６４億円増、３.３％増）

（参考１）　年度別給付費の推移

（参考２）　年度別（居宅・地域密着・施設別）給付費の推移（１ヶ月平均）

（注）高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費を含む。

（以下、「特定入所者介護サービス費」という）を含む。

（注）高額介護（介護予防）サービス費（以下、「高額介護サービス費」という）、高額医療合算介護（介護予防）

             サービス費（以下、「高額医療合算介護サービス費」という）、特定入所者介護（介護予防）サービス費
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（単位：億円）

（注１）（ ）は各年度の構成比。

（注２）高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費を含まない。

（注３）平成28年４月１日から、居宅サービスである通所介護のうち、小規模な通所介護や療養通所介護は地域密着型サービスに

移行している。

（注4）介護療養型医療施設は、令和5年度末をもって廃止。

※東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。
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給付費 （参考）国内総生産（名目）に対する 給付費の比率

（単位：億円）

（注）高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費を含む。

（注）国内総生産（名目）に対する給付費の比率は、令和5年度までは「国民経済計算」による実績、令和6年度は「令和7年度の経済

見通しと経済財政運営の基本的態度」（令和7年1月24日閣議決定）における額に基づき算出

※ 東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。
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（参考３）　サービス別１人あたり給付費（１ヶ月平均）

６　第１号被保険者１人あたり給付費（介護給付・予防給付）
 （令和5年度） 　　 　        　 （令和6年度）

３０２千円　　⇒ ３１２千円 （対前年度　10.4千円増、３.４％増）
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（単位：千円）

（注１）（ ）は平成12年度を100とした場合の指数。

（注２）各年度の給付費累計（高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費

を含む。）を各年度末の第１号被保険者数で除している。
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（単位：千円）

（注）令和６年度のサービスの給付費累計（高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費を含まない。）を、

各サービス別受給者数（居宅サービス及び地域密着型サービスについては、償還給付分を含まない。）で除している。

※東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。
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７　第１号被保険者の保険料収納額（現年度分）

（１）収納額

（令和5年度分）　      　　（令和6年度分）

２兆４，３２０億円 ⇒ ２兆５，８６２億円 （対前年度　１，５４２億円増、６.３％増）

（２）収納率

（令和5年度分） 　         （令和6年度分）

９９.４％　　　⇒ ９９.４％ （対前年度　０．０５ポイント増）

（９３.８％） （９４.５％） （再掲：普通徴収）

・収納率が１００％保険者　…　４２保険者 （全保険者に占める割合は２.７％）

８　介護給付費準備基金の積立状況

（令和5年度末）          （令和6年度末）

１０，７５８億円 ⇒ １１，０５４億円 （対前年度　２９６億円増）

  （１，５４６保険者） （１，５５６保険者） （準備基金を保有している保険者）

（参考）財政安定化基金の貸付状況

貸付金額

既償還金額

貸付残額

１，０６９億円

⇒１，０６７億円

３億円

（令和5年度末現在） （令和6年度末現在）

０．２億円増

０．９億円増

０．７億円減

１，０６９億円

１，０６７億円

２億円

（対前年度）

－ 5 －


